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研究成果の概要（和文）： 
障害を抱えた子どもを地域で養育する家族のエンパワメントを測定する尺度である Family 
Empowerment Scale（以下、FES）日本語版を作成し、4-18 歳の障害児の保護者 205 名を対象と
して、FES 日本語版の実行可能性、内的一貫性、再テスト信頼性、収束妥当性、弁別妥当性、
因子妥当性、自己効力感尺度および自尊感情尺度との併存的妥当性、社会参加活動状況の異な
る 2 群での既知集団妥当性を検証した。その結果、FES 日本語版の高い信頼性と妥当性が示さ
れ、日本で調査や研究、また看護介入や長期フォローアップ前後の評価指標として使用可能で
あることが示唆された。 
 
研究成果の概要（英文）： 
The Family Empowerment Scale (FES) is used to measure empowerment in families 
raising disabled children with community support. We developed the Japanese version of 
FES and tested the feasibility, internal consistency, re-test reliability, convergent validity, 
discriminant validity, factorial validity, concurrent validity with self-efficacy and 
self-esteem scales, and known-group validity in two groups with different social 
participation status in 205 guardians taking care of disabled children of 4-18 years. The 
FES Japanese version demonstrated high reliability and validity and possible usefulness in 
scientific researches is suggested. It could also be used as a measure of empowerment 
before and after nursing intervention and long-term follow-up in Japan.  
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１．研究開始当初の背景 
医療の進歩に伴い、医療的あるいは日常

的ケアが必要な患者が在宅療養を行う機会
が増加している。小児科領域でも、患児の発
達促進及び良好な生活の質を維持すること
を目的として、在宅療養が推進される傾向に
あり、在宅療養を適切に管理することは重要
な課題となっている。 

その際、家族によるケアは必須であり、
在宅療養でのケア場面においては、家族内の
連携、家族間の協働、専門職種と家族の協働、
地域行政と家族の協働、等‘家族のエンパワ
メント’を高めることが質の高い在宅ケアを
確保するために必要不可欠である。近年、障
害を持つ児の家族のエンパワメントに関し
ては海外ではさまざまな研究がなされてお
り、そのなかで‘家族エンパワメント’が児
と家族の両者にとって重要な指標であるこ
とが示唆されている。エンパワメントとは、
他者との交流を通して人が自己目標を達成
する際の状態

・ ・

であり態度
・ ・

であり行動
・ ・

でもあ
る。「何か目前の課題がある場合に当事者が
自身のおかれた状況に気付き、問題を自覚し、
自らの生活の調整と改善を図る力をつける
ことを目指すこと」という記述もある。よっ
て‘家族のエンパワメント’とは、「何か目
前の課題がある場合に家族が自分たちのお
かれた状況に気付き、問題を自覚し、自分た
ちの生活の調整と改善を図る力をつけるこ
とを目指すこと」と定義出来る。 

日本で現在、小児在宅療養分野において
‘家族のエンパワメント’に着目した先行研
究としては、事例を質的に分析したケースス
タディのみ 3 件存在する（1983～2009： 医
学中央雑誌）。この分野内外において我が国
では‘家族のエンパワメント’を測定するツ
ールはない（1983～2009： 医学中央雑誌）。 
 

２．研究の目的 
本研究では“家族エンパワメント”を測

定する尺度の開発を第一の目的とし、
Koren(1992）が開発した Family Empowerment 
Scale(以下、FES)の日本語版の作成を試み、
日本における信頼性および妥当性を検討し
た。また我が国で情緒・発達障害児を養育す
る家族のエンパワメントの現状を把握した。 

 

 
３．研究の方法 
(1) 米国 Koren, P. E.により開発された FES
は、20 歳までの情緒・発達障害児を養育する
‘家族のエンパワメント’を測定する尺度で
ある。エンパワメントの‘レベル’と‘表出’
の 2つのディメンジョンからなる。エンパワ
メントの‘レベル’は生活する上で関与する
領域ⅰ）家庭、ⅱ）児が受けるサービス（以
下、サービスシステム）、ⅲ）地域社会（以

下、社会/政治）、に分かれており、またエン
パワメントの‘表出’は①態度、②知識、③
行動、に分かれている。ⅰ）家庭‐①態度（4
項目）、ⅰ）家庭‐②知識（4 項目）、ⅰ）家
庭‐③行動（4項目）、ⅱ）サービスシステム
‐①態度（3項目）、ⅱ）サービスシステム‐
②知識（5項目）、ⅱ）サービスシステム‐③
行動（4 項目）、ⅲ）社会/政治‐①態度（3
項目）、ⅲ）社会/政治‐②知識（4項目）、ⅲ）
社会/政治‐③行動（3 項目）の計 34 項目か
らなる。児の主たる養育者が回答することが
望ましいとしており、全ての項目の重みは均
一である。 

各項目は、現在の主たる養育者の状況に
ついて 1（全く当てはまらない）から 5（よ
く当てはまる）の 5件法で評価する。得点は
1（全く当てはまらない）を 1点から 5（よく
当てはまる）を 5点とそれぞれ換算し、ⅰ）
家庭、ⅱ）サービスシステム、そしてⅲ）社
会/政治の下位尺度ごとに集計する。すべて
の下位尺度において逆転項目はない。高い集
計得点は、高い家族エンパワメントを示す。 

原版の信頼性は検討されており、下位尺
度ごとの Cronbach’s αはⅰ）0.88、ⅱ）0.87、
ⅲ）0.88 である。また FES を再検証した追跡
調査でも 0.93という高い信頼性が出ている。
一方、再テスト信頼性は、ⅰ）0.83、ⅱ）0.77、
ⅲ）0.85 であった。また妥当性も検討されて
おり、25 名の専門家による内容的妥当性の確
認、因子分析による構成概念妥当性の確認が
おこなわれている。既知集団妥当性の検討で
は、対象を社会的活動（6 項目）に従事して
いるか否かの 2群に分け群間比較をしており、
3 つの下位尺度すべてに想定通りの有意差
（従事している群＞していない群）が認めら
れている。 

1992 年以降、FES は情緒障害や行動障害
を有する児を養育する家族をメインに、若年
性糖尿病の児を養育する家族や発達障害を
有する児を養育する家族のエンパワメント
を測定するツールとして世界各地およそ 30
以上の研究で使われている。 

 
(2) 日本語訳版の作成（FES の翻訳）は、原
著者 Koren, P. E.の承諾を得た上で実施した。
順翻訳は日本に居住する小児看護学領域に
おける臨床経験を有する大学教員 3名がそれ
ぞれ行った。また学童を養育中の親数名にも
パイロットテストを施行し、原版の構成概念
に対する正確さと日米の文化差について 3名
で意見を出し合った。最終的に１つにまとめ
た日本語訳を、小児領域における職業経験を
有する保健師、看護師、医師に回覧し、意見
を仰ぎ、反映させた。次に、留学経験があり
米国で修士号（医学）を取得した日本人翻訳
者（ただし彼は順翻訳に携わっていない）が
逆翻訳を行った。逆翻訳を原著者に送り、最



終的に原著者から了承を得て訳版（FES 日本
語版）の完成とした。 
 
(3) 本調査の対象は、原版に従い、児の主た
る養育者で普段の様子が最もよく分かる者
（以下、保護者）とした。多様な背景を持つ
小児を選定するため、都市部（東京都および
つくば市）と郊外（茨城県北部）に位置する
計 3施設の外来にて研究協力者が対象の選定
を行った。対象の選定基準は、2008 年 12 月
18 日～2009 年 9 月 31 日に外来を受診する 5
～18 歳の情緒障害児または発達障害児の保
護者とした。 
 
(4) 調査期間は 2008 年 12 月 18 日～2009 年
10 月 31 日だった。3 つの研究実施施設にお
いて、外来を担当した医師（主治医）が、本
研究対象に該当する親に対し、調査内容および
倫理的配慮について説明文書を用いてわかりや
すい言葉で明確に説明した。 

保護者から調査への参加同意を得られ
た場合には、医師は同意書と調査票がセット
になった袋を保護者に渡した。保護者はその
セットを家庭に持ち帰り、同意書への自著、
調査票への回答を済ませ、返信用封筒に厳封
し、最寄りのポストから調査者宛てに郵送し
た。FES 日本語版の再テストは、1 回目の調
査票記入時に承諾を得た保護者あてに、調査
者が 4週間後に FES 日本語版（A4 用紙 1枚）
を郵送した。再テストへの回答を済ませた保
護者は 1回目の調査票と同様、返信用封筒に
入れて、最寄りのポストから調査者宛てに郵
送した。 

 
(5) 調査内容は以下のとおり。 
① 対象者の特性 

小児の特性として「年齢」「性別」「定期
受診の頻度」「内服の有無」「通園・通学の有
無とその形態」「療育手帳の有無」を尋ねた。
保護者の特性として「年代」「児との続柄」「性
別」「就業形態」「育児協力者の有無」「1日の
うち児と関わる時間数」を、家族の特性とし
て「同居人数」「経済状況」「利用中のサービ
ス内容」を収集した。 
② 家族エンパワメント 

FES 日本語版を使用した。 
③ 自己効力感尺度 

Schooler ら（1982）が作成し、成田ら
（1995）により邦訳された自己効力感尺度 21)

を用いた。全 23 項目を「１＝そう思わない」
「２＝あまりそう思わない」「３＝どちらと
もいえない」「４＝まあそう思う」「５＝そう
思う」の 5 件法で尋ねる形式になっており、
点数が高いほど自己効力感が高くなるよう
に尺度化されている（10 個の逆転項目あり）。 
④ 自尊感情尺度 

Rosenberg（1965）が作成し、山本ら

（1982）により邦訳された自尊感情尺度 21)

を用いた。全 10 項目を「１＝そう思わない」
「２＝あまりそう思わない」「３＝どちらと
もいえない」「４＝まあそう思う」「５＝そう
思う」の 5 件法で尋ねる形式になっており、
点数が高いほど自己効力感が高くなるよう
に尺度化されている（5個の逆転項目あり）。 

 
(6) 質問紙全体の 9割以上に回答があったも
のを有効回答とし、分析の対象とした。 
① 記述統計 

FES 日本語版の下位尺度ごとの平均、標
準偏差を算出した。 
② 項目分析 

FES 日本語版の各項目の欠損割合を調べ、
回答選択肢の回答分布から天井効果・フロア
効果の有無を確認した。 
③ 信頼性 

内的一貫性を示すために Cronbach’s 
αを全体および下位尺度ごとに算出した。
0.7-0.8 を中程度の相関、0.8-0.9 を高い相
関、とした 4)。また再テスト信頼性を示すた
めに級内相関係数を算出した。 
④ 妥当性 

内容的妥当性については、日本語訳の作
成およびパイロットテストの際に「項目の意
味（表現）の曖昧さ」「答えにくさ」などを
検討した。 

弁別的・収束的妥当性については、
Pearson の積率相関係数による Multitrait 
Scaling 分析をおこなった。重複の修正を行
った上で、各項目と各項目が帰属すると想定
される下位尺度との相関とそれ以外の下位
尺度との相関の比較し、弁別的妥当性・収束
的妥当性を検討した。収束的妥当性について
は、各項目得点とその項目を除いた尺度得点
との相関係数を算出した。また弁別的妥当性
については、各項目得点とその項目が属さな
い尺度得点との相関係数を算出した。項目尺
度化の検定については、収束的相関が弁別的
相関よりも高くなる頻度から尺度化成功率
を算出した。 

因子妥当性については、探索的因子分析
をおこなった。因子数はスクリープロットか
ら決定し、主因子法で因子抽出を行い、バリ
マックス回転をおこなった。 

併存的妥当性については、自己効力感尺
度および自尊感情尺度と FES日本語版の得点
の相関係数を算出した。仮説として２つの尺
度と FES日本語版との間にそれぞれ有意な正
の相関があることを挙げ、検討した。 

臨床的妥当性（既知集団妥当性）につい
ては、先行研究に倣い社会参加状況（6項目）
の異なる 2群で、各下位尺度の t検定を行っ
た。 

すべての分析には統計パッケージ PASW 
Statistics18.0 for Windows を用いた。 



 
(7) 倫理的配慮 

本研究は、筑波大学大学院人間総合科学
研究科・医の倫理委員会の承認を得て実施し
た（承認番号：第 529 号）。 
 

４．研究成果 
(1) 本調査の応諾状況 

配布数は全体で330、回収数は全体で255
（回収率 77.3%）であった。質問紙全体の 9
割以上に有効回答があったものを分析対象
とした。結果、分析対象は 205 名であった（有
効回答率：80.4%）。なお再テスト信頼性のた
めのデータを得るため、第 1回目の調査票回
収から約 4週間後にリテスト承諾者 175 名に
第2回目の調査票を郵送し、結果146（83.4％）
の回収を得た。3 施設の回収率および有効回
答率に有意な差はみられなかった。 

 
(2) 対象者の特性（表 1） 

保護者の年代は20代4.4％、30代47.8％、
40 代 43.9％、50 代 3.4％、60 代１名（祖母）
であり、母親が199名で全体の97%を占めた。
保護者が 1 日のうち児と関わる時間は平日
6.7±3.4（mean±SD）時間、休日 12.6±5.2
（Mean±SD）時間であり、就業形態としては
専業主婦が最も多く 38％、次いでパート
（32％）、正社員（16.5％）、自営業（6.5％）、
アルバイト（2.9％）であった。児と同居す
る家族員数は 3.3±1.2（mean±SD）人であり、
うちきょうだいのいるケースは 76.5％であ
った。また全対象者の 78％が育児協力者「あ
り」と回答し、協力者として夫や祖父母を挙
げていた。経済状況については、14.1％の対
象者が「ゆとりがある･ややゆとりがある」、
32.7％の対象者が「やや苦しい・苦しい」と
回答していた。何らかのサービスを利用して
いる家族は 32.2％で、利用内容は「専門職に
よる療育相談」「日中一時支援」「外出時支援」
「（児への）ことばの指導や療育訓練」が多
かった。発達支援センターや療育・訓練セン
ター、病院外来、大学などとのかかわりが、
サービスに関する自由記述の中で具体的に
挙げられていた。 

児の年齢は 9.8±3.6（mean±SD）歳であ
り、男児が全体の 84%を占めた。まもなく 5
歳になる 4 歳児が一部対象に含まれていた。
診断時期からの経過は 43.5±32.5（mean±
SD）ヶ月で、診断（重複あり）は ADHD が 125
名（61%）、PDD が 98 名（47.8%）、AS が 18 名
（8.8%）、自閉症が 12 名（5.9%）であった。
定期受診の頻度は 11.3±9.8（mean±SD）回/
年であった。内服をしている児は全体の 77％
で、療育手帳を有している児は全体の 25.9％
であった。通園・通学に関しては、未就学児
で通園していない児 6.3％を除いた 93.7％が
通園・通学していた。64.4％の児が普通クラ

スに通園・通学しており、支援クラスに通
園・通学する 26.3％、特別支援クラスに通学
する 8.8％の児を上回った。普通クラスある
いは支援クラスに在籍しながら通級を利用
している児の割合は 16.6％であった。また適
応障害を有する児童は保健室登校をおこな
っていた。 

すべての項目に関して3施設間で有意な
差はなかった。 

 
(3) FES 日本語版の記述統計（表 2） 

FES の下位尺度ごとの平均得点（mean）
と標準偏差（SD）、および範囲（range）を表
2に示した。 

 
(4) FES 日本語版の項目分析 

表1　対象者の特性 (N=205)

n/mean±SD %/range

保護者

性別　 女性 200 97.5%
年代 20代 9 4.4%

30代 98 47.8%
40代 90 43.9%
50代 7 3.4%
60代 1 0.5%

続柄 母 199 97.0%
父 5 2.5%
祖母 1 0.5%

児と関わる時間 平日 6.7±3.4 1-19
休日 12.6±5.2 1-24

就業形態 専業主婦 78 38.0%
パート 65 32.0%
正社員 34 16.6%
自営業 13 6.5%
アルバイト 6 2.9%
公務員 4 2.0%
契約社員 3 1.5%
家事手伝い 2 9.8%

育児協力者 あり 160 78.0%
なし 45 22.0%

家族
児と同居する家族人数 3.3±1.2 1-7
児のきょうだい いる 157 76.5%

いない 48 23.5%
経済状況 ゆとりがある 8 3.9%

ややゆとりがある 21 10.2%
普通 109 53.2%
やや苦しい 42 20.5%
苦しい 25 12.2%

サービス利用 あり 66 32.2%
なし 139 67.8%

児
性別　 男児 172 83.9%
年齢（歳） 9.8±3.6 4-18
診断時期からの経過（月） 43.5±32.5 8-209
診断（重複あり） ADHD1) 125 61.0%

PDD
2) 98 47.8%

AS
3) 18 8.8%

自閉症 12 5.9%

LD
4) 12 5.9%

MR
5)
(軽度含む） 12 5.9%

てんかん 10 4.9%

DCD
6) 7 3.4%

不安障害 5 2.4%
適応障害（不登校） 3 1.5%
チック障害 2 1.0%
行動障害（自傷行為） 1 0.5%
トウレット障害 1 0.5%
場面寡黙 1 0.5%
夜尿症 1 0.5%
強迫性障害 1 0.5%
愛着障害 1 0.5%
解離性障害 1 0.5%

受診頻度(回/年） 11.3±9.8 1-62
内服 あり 158 77.0%

なし 47 23.0%
療育手帳 あり 53 25.9%

なし 152 74.1%
通園・通学 普通クラス 132 64.4%

支援クラス 54 26.3%
特別支援クラス 18 8.8%
通級利用 34 16.6%

1)ADHD：Attention Deficit / Hyperactivity Disorder　　
2)PDD：Pervasive Developmental Disorders
3)AS：Asperger syndrome
4)LD：Learning Disorders
5)MR：Mental Retardation
6)DCD：Developmental Coordination Disorder  



項目分析の結果、3 施設のうち 1 施設で
「8. 子どもに関する重要な法案や問題がな
かなか決まらないとき、市や県の議員にそれ
らのことについて相談をしに行くことがあ
る」「20. 子どもたちのための療育サービス
の改善について、市区町村の職員や区政・市
政にたずさわる議員に話をする機会がある」
「22. 市区町村の職員や区政・市政にたずさ
わる議員に自分の話を聞いてもらう方法を
知っている」の 3項目でフロア効果が見られ、
それぞれ 7～8割の対象者が「1. まったくそ
うでない」という回答を選択していた。ほか
2施設では全 34 項目に関して天井効果・フロ
ア効果は確認されなかった。3 項目の内容を
吟味した結果、今回は項目を除去せず、FES
原版をそのまま維持する方向で以下の分析
を進めた。 

 
(5) FES 日本語版の信頼性（表 2） 
① 内的一貫性 
尺度全体のCronbach’s αは0.9を超えた。
各下位尺度のα係数もそれぞれⅰ）家庭：
0.87、ⅱ）サービスシステム：0.86、ⅲ）社
会/政治：0.81 と高い値を示した。 
② テスト信頼性 
 度全体の級内相関は 0.85 であった。各下位
尺度の級内相関係数もそれぞれⅰ）家庭：
0.82、ⅱ）サービスシステム：0.79、ⅲ）社
会/政治：0.80 と概ね高い値を示した。 

 
(6) FES 日本語版の妥当性 
① 内容的妥当性・実行可能性 
日本の地域あるいは家族文化に適合した

項目を作成するために、小児看護経験を有す
る大学教員 3名が行った順翻訳に次いで、実
際に学童を養育中の親数名にパイロットテ
ストを行ってわかりづらい表現や内容を挙
げてもらい、検討した。また情緒・発達障害
児に日常的に携わっている保健師、看護師、
医師にも順翻訳したものを回覧し、表現の変
更や具体例の追記等、専門家からの意見を反
映させた。一貫して、構成概念が原版と一致
するように努めながら修正した。実施・回収
後の有効回答とみなされた調査票全体での
項目欠損割合は 0.81%であった。 
②収束・弁別妥当性（表 3-1、表 3-2） 

Multitrait Scaling分析による項目尺度
間相関の検討結果を表 3-1 に示した。また項
目尺度化に関する検討結果を表 3-2に示した。
FES 日本語版の 3 つの下位尺度の収束的相関
の相関係数は 0.31~0.72 であり、尺度化成功
率は 90～100％であった。 

③ 因子妥当性 
探索的因子分析の結果、FES 日本語版は

原版とは異なる 4因子構造で、累積寄与率は
53.3%だった。 

因子分析の結果、FES 日本語版のⅰ）家
庭のサブスコアとⅱ）サービスシステムのサ
ブスコア、ⅱ）サービスシステムのサブスコ
アとⅲ）社会/政治のサブスコア、ⅲ）社会/
政治のサブスコアとⅰ）家庭のサブスコアの
相関関係は各々0.70、0.69、0.63 であり、原
版と同様に下位尺度間での弁別性も示され
た。 
④ 併存的妥当性（表 4） 

自己効力感尺度および自尊感情尺度の
各尺度得点とⅰ）の下位尺度得点、および
self-efficacy 得点と FES 総得点に中程度以
上の正の相関（r＞0.40）がみられた。２つ
の尺度得点と FES日本語版下位尺度得点との
間にはそれぞれ有意な正の相関があり、仮説
は支持された。 
⑤ 臨床的妥当性（表 5） 

t 検定の結果、全体および 3 つの下位尺
度において社会参加活動の有無による有意
差がみられた。 

(7) (5)の結果、十分な内的一貫性と級内相
関係数が示され、尺度の信頼性が確認された。
また(6)の結果、収束・弁別妥当性の検討で
尺度化成功率は 90％以上であった。自己効力
感尺度および自尊感情尺度との相関もみら
れ、併存的妥当性が示された。既知集団妥当
性の検討では、社会参加活動状況の異なる 2
群で総得点および下位尺度得点に想定通り

表2 FES日本語版の得点および内的一貫性・再検査信頼性の検討結果 (N=205)

項目数 mean±SD range 級内相関係数
（n=146)

FES全体 34 92.1±21.7 47-157 0.85
（下位尺度）
家庭 12 34.4±9.0 15-55 0.82
サービスシステム 12 36.1±9.2 12-59 0.79
社会/政治 10 21.2±6.5 10-43 0.80

Chronbach's α

0.93

0.87
0.86
0.81

表3-1 FES日本語版のMultitrait Scaling分析による項目尺度間相関の検討結果 Ｎ=205

家族 サービスシステム 社会/政治
FES

27 わたしは、わたしの子どもが育ち、成長するのを助けるための新しい方法を学ぶために努力する 0.63
* 0.43 0.38

29 わたしは、わたしの子どもを扱うとき、課題だけではなく良いことにも目を向ける 0.64
* 0.50 0.46

31 わたしは、わたしの子どもを取り巻く問題に直面するとき、何をするべきかを決め、そしてそれを実行する 0.72
* 0.58 0.48

33 わたしは、わたしの子どもの障害をよく理解している 0.38
* 0.28 0.29

2 わたしの子どもに問題が生じるとき、わたしはそれらの問題をかなり上手に処理できる 0.63
* 0.61 0.55

4 わたしは、わたしの子どもが育ち、成長するのを助ける能力に自信を感じる 0.62* 0.35 0.39

21 わたしは、わたしの子どもに問題が生じるとき、それらを解決することができると信じる 0.48
* 0.36 0.41

7 わたしは、問題がわたしの子どもに生じるとき、何をすべきか知っている 0.51
* 0.49 0.48

9 わたしは、わたしの家庭生活は自分のコントロール下にあると感じる 0.57
* 0.44 0.41

34 わたしは、自分が良い親であると感じる 0.64* 0.51 0.41

26 わたしは、家庭の問題に助けを必要とするとき、他人からの助けを求めることができる 0.58
* 0.47 0.35

16 わたしは、わたしの子どもをより良く理解するのを助ける情報を得ることができる 0.54
* 0.44 0.43

12 わたしは、わたしの子どもがどのようなサービスを必要とするかを決めるために、行政機関や専門家と協働することができる 0.25 0.41
* 0.22

11 わたしは、わたしの子どもがどのようなサービスを必要とするかについて良い決定をすることができる 0.56 0.66
* 0.55

13 わたしは、わたしの子どもにサービスを与えている専門家と定期的な接触を取り続けていると確信する 0.42 0.49
* 0.33

23 わたしは、わたしの子どもにかかわるサービスシステムをよく理解している 0.53 0.63
* 0.47

30 わたしは、他の両親とわたしが子どもたちのためのサービスに影響を持つことができると信じる 0.41 0.64* 0.44

19 わたしの子どもがどのようなサービスを必要とするかを決める際に、わたしの意見は専門家の意見と同様に、まさに重要である 0.43 0.61
* 0.41

6 わたしは、わたしの子どもがどんなサービスを必要とするかについてのわたしの意見を専門家が理解すると確信する 0.36 0.39
* 0.38

32 専門家は、わたしがわたしの子どものためにどんなサービスを求めるか、わたしに尋ねるべきだ 0.45 0.63
* 0.47

18 わたしの子どもがどのようなサービスを必要とするかを決める際に、わたしの意見は専門家の意見と同様に、まさに重要である 0.56 0.66* 0.65

28 わたしは、わたしの子どもや家族のためのサービスを探すのに必要とあらば主導権をとる 0.44 0.47
* 0.38

5 わたしは、わたしの子どもが十分なサービスを受けていないと心配する時、取るべきステップを知っている 0.53 0.66
* 0.59

1 わたしは、わたしの子どもが受ける全てのサービスを承認する権利を有していると感じる 0.28 0.31
* 0.29

17 わたしは、他の両親とわたしが子どもたちのためのサービスに影響を持つことができると信じる 0.30 0.32 0.39
*

25 わたしは、親としてのわたしの知識や経験が子どもや家族へのサービスを改善するために使われることが可能だと感じる 0.15 0.17 0.43
*

8 わたしは、子どもに関する重要な法案や問題がなかなか決まらないとき、市や県の議員にそれらのことについて相談をしに行くこと 0.52 0.60 0.61
*

20 わたしは、子どもたちのための療育サービスの改善について、市区町村の職員や区政・市政にたずさわる議員に話をする機会があ 0.45 0.53 0.57
*

22 わたしは、市区町村の職員や区政・市政にたずさわる議員に自分の話を聞いてもらう方法を知っている 0.46 0.53 0.64
*

10 わたしは、子どもたちのためのサービス制度がどのように組織されているかを理解する 0.32 0.36 0.42
*

15 わたしは、他の家族が（彼らが）必要とするサービスを手に入れるのを助ける 0.20 0.18 0.43
*

24 わたしは、特別教育法の下（もと）で親や子どもの権利がどのようなものであるか知っている 0.43 0.40 0.55*

14 わたしは、子どもたちのための理想的なサービス制度についてアイデアを持っている 0.43 0.45 0.60
*

3 わたしは、地域社会で子どもたちのためのサービスを改善するのに何らかの役割を担うことができると感じる 0.47 0.45 0.39
*

*重複の修正をおこなった相関係数

地域/社
会

下位尺度item
numbe

r 項目

家庭

サービス
システム

表3-2　FES日本語版の項目尺度化に関する検討結果 Ｎ=205
収束妥当性 弁別妥当性

FES下位尺度 （相関係数の範囲） （相関係数の範囲）
家庭 12 0.38-0.72 0.28-0.61 24/24 100
サービスシステム 12 0.31-0.66 0.22-0.65 24/24 100
社会/政治 10 0.39-0.64 0.15-0.53 18/20 90
1)収束的相関が弁別的相関よりも高い相関係数の数/全相関係数の数
2)尺度化成功率は、尺度化成功の率（割合）

尺度化成功率2)尺度化の成功1)
項目数

表4 FES日本語版の併存的妥当性の検討結果 Ｎ=205

n
self-efficacy（自己効力感尺度） 205 0.42 0.49 0.28 0.37
self-esteem （自尊感情尺度） 205 0.37 0.44 0.29 0.21
Pearsonの相関係数（r)：すべてp<0.01の水準で有意

FES合計
得点 家庭

サービス
システム

社会・
政治

 
表5 FES日本語版の臨床的妥当性（既知集団妥当性）の検討結果

 
ｎ Mean SD t値 p値1)

FES全体 活動あり 58 107.50 22.86 6.56 <0.0001 *
　〃　なし 197 85.48 18.34

（下位尺度）
家庭 活動あり 58 43.45 7.26 12.90 <0.0001 *

　〃　なし 197 30.89 5.88
サービスシステム 活動あり 57 43.80 7.96 10.58 <0.0001 *

　〃　なし 197 32.76 7.91
社会/政治 活動あり 58 27.50 7.28 9.33 <0.0001 *

　〃　なし 197 18.70 3.96
* アドバイザー的活動、政治的活動、法的活動、援助活動、活動の統合、参加活動（のうちいずれか）

アドバイザー的活動：現在、（福祉事務所等の）機関に属しながら「相談員」等の立場で活動をしている　(n=8)
政治的活動：この1年間に、区や市の議員と連絡を取ったり、児のためのサービスに関する提言をしたことがある　(n=27)
法的活動：この1年間に児のためのサービスに関して提訴したり、法廷の活動に関与したりした経験がある　(n=0)
援助活動：この1年間に自分たち以外の両親が児のためのサービスを活用できるよう援助した経験がある　(n=24)
活動の統合：現在、親の会や自助団体などグループをまとめ、運営している　(n=13)

1) t検定（ただし等分散でない下位尺度については、welchの検定結果を採用）

社会参加活動
*

の有無

内容と内訳：

Ｎ=205

参加活動：この1年間に、養育に関して人前で話をしたり、文章を公表したり、会議に参加したり、と何らかの形で社会参加した経験がある　(n=42)  



の有意差が認められた。以上より、FES 日本
語版の高い信頼性と妥当性が示され、我が国
における情緒障害児の養育者を対象とした
調査や研究、あるいは看護介入や長期フォロ
ーアップの評価指標として使用可能である
ことが示唆された。 
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